最近の経済情勢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年８月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大阪府立産業開発研究所

■　大阪経済は弱い動きがみられる　
  大阪経済の動向をみると、消費面では、家電販売額、新車販売台数が増加に転じたものの、大型小売店販売額、住宅建設は引き続き減少した。一方、このほかの需要面では、輸出（近畿）が75か月連続で前年同月を上回っている。
  産業活動面では、生産指数が引き続き上昇し、所定外労働時間も増加したが、雇用面では求人倍率が前月より低下し、完全失業率（近畿）は上昇した。

  このように、家電販売額、新車販売台数、輸出、所定外労働時間のそれぞれの増加、及び生産指数の上昇から、景気回復の動きもみられるが、大型小売店販売額、住宅建設が減少となり、求人倍率が低下、完全失業率が上昇するなど、弱い動きがみられる。
  なお、５月の景気動向指数（ＤＩ、速報）をみると、大阪府は先行指数が14.3％、一致指数は66.7％となった。一方、近畿は先行指数が22.2％、一致指数は57.1％となった。

■　国内景気の回復は足踏み状態の中、弱い動きがみられる　　
　内閣府が７月に発表した月例経済報告によると、「景気回復は足踏み状態にあるが、このところ一部に弱い動きがみられる」として、景気の基調判断を据え置いた。先行きについても、「アメリカ経済が持ち直すにつれ、輸出が増加基調となり、景気は緩やかに回復していくと期待される。ただし、サブプライム住宅ローン問題を背景とするアメリカの景気後退懸念や株式・為替市場の変動、原油価格の動向等から、景気の下振れリスクが高まっていることに留意する必要がある」として、前月の表現を継続しているものの、企業の業況判断を下方修正するなど、先行きへ警戒感を強めている。

 また、同府が発表した６月の景気動向指数（ＤＩ、速報）は、先行指数が60.0％、一致指数は33.3％となった。
· 近畿の中小企業の景況感は、悪化している
  中小企業景況調査（近畿経済産業局調べ）から、近畿地域の中小企業の業況判断ＤＩ（好転企業割合－悪化企業割合）をみると、20年４～６月は－30.6となり、前期比－2.1ポイントと６期連続で悪化。産業別では、製造業－25.6、建設業－39.8、卸売業－23.8、小売業－40.6、サービス業－25.0となり、サービス業以外のすべての業種で前期よりマイナス幅を拡大している。
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平成19年１～３月 6.8 10.6 3.6

４～６月 15.0 15.6 14.3

７～９月 74.5 4.9 153.9

10～12月 -0.2 4.4 -4.7

20年１～３月 11.9 22.0 3.1

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業

平成19年１～３月 13.6 12.7 14.1 8.3 12.6 30.4

４～６月 -4.9 11.7 -13.1 2.5 -3.7 -19.9

７～９月 -1.2 6.1 -5.1 6.8 -13.7 -11.7

10～12月 -7.7 0.5 -12.0 -7.5 -12.2 -5.9

20年１～３月 -4.9 0.9 -7.8 -2.5 -13.7 -5.6

（注）大企業は資本金10億円以上、中堅企業は同1億円以上10億円未満、中小企業は同1千万円以上1億円未満。

資料：財務省『法人企業統計調査』。

（注）対象は、大企業（資本金10億円以上）。ソフトウェア投資額を含む。

規　模　別

　　　19年７～９月の非製造業は運輸業による。

               　　　　　　　　前年同期比（％）

産　業　別

全産業

全国の設備投資動向                　　　　　　　

資料：近畿財務局『法人企業統計調査』。

近畿の設備投資動向　　　

　　　前年同期比（％）
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大型家電量販店販売額（前年同月比）

(月)

(年)

（％）



全 国

近 畿


個別指標の動き
［需要面の情勢］

消費

○　大阪府の大型小売店販売額は３か月連続で減少
 ６月の大阪府の大型小売店販売額（既存店ベース、速報）の前年同月比は5.0％減（全店ベース3.9％減）となった。商品別では、衣料品、身の回り品、飲食料品、家具・家電・家庭用品が減少した。

業態別の前年同月比（既存店ベース）は、百貨店は5.5％減、スーパーは4.5％減（全店ベースではそれぞれ5.5％減、2.1％減）となった。

    ６月の近畿のコンビニエンス・ストア販売額（既存店ベース）は、10.9％増（全店ベース13.3％増）となった。
○　全国の大型小売店販売額は３か月連続で減少
  ６月の全国の大型小売店販売額（既存店ベース、速報）の前年同月比は、3.9％減（全店ベース2.6％減）となった。商品別では、衣料品、身の回り品、家具・家電・家庭用品が減少した。
業態別の前年同月比（既存店ベース）は、百貨店は7.3％減、スーパーは1.7％減（全店ベースではそれぞれ7.5％減、0.6％増）となった。

  ６月のコンビニエンス・ストア販売額（既存店ベース）は、4.0％増（全店ベース5.7％増）となった。

○　全国の家計消費支出は４か月連続で減少　
６月の全国の家計消費支出（実質、速報）は、前年同月比1.8％減となった（勤労者世帯は同0.3％増で４か月ぶりに増加）。
交通・通信、教養娯楽等が増加し、食料、被服及び履物、保健医療等が減少した。

＜参考＞

○　大阪府内大型小売店へのヒアリングより

６月は、降水量が多く、衣料品は低調で、服飾でもパラソル、帽子などが不調となった。また、お中元も前年を下回っているが、父の日関連でポロシャツや革小物は好調であった。　
食料品は、精肉、菓子、酒類が好調であったが、青果は生育不足で不調となった。
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耐久消費財

○　近畿の家電販売は２か月ぶりに増加
５月の近畿の家電製品販売額は、前年同月比4.8％増となった。
商品別では、携帯電話（54.4％増）、カラーテレビ（9.8％増）、冷蔵庫（8.9％増）が増加し、理美容健康器具（14.9％減）、電話・ＦＡＸ（14.4％減）、パソコン周辺機器（11.0％減）等が減少した。
○　全国の家電販売は２か月ぶりに増加
  ５月の全国の家電製品販売額は、前年同月比4.9％増となった。
商品別では、携帯電話（35.2％増）、カラーテレビ（12.3％増）、ＤＶＤ（12.0％増）が増加し、理美容健康器具（15.1％減）、電話・ＦＡＸ（14.4％減）、パソコン周辺機器（10.2％減）等が減少した。

○　大阪府の新車販売台数は２か月ぶりに増加
  ６月の大阪府の新車販売台数（普通＋小型＋軽）は、前年同月比1.2％増となった。
内訳をみると、普通車7.4％増、小型車5.5％減、軽自動車3.6％増となった。

· 全国の新車販売台数は２か月連続で減少　　　　　　
６月の全国の新車販売台数（普通＋小型＋軽）は、前年同月比2.5％減となった。
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大型小売店販売額の推移（前年同月比）

(月)

(年)
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（大阪城天守閣＋海遊館＋空中庭園展望台＋通天閣計、ＵＳＪ）
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【参考】ＵＳＪ（四半期計）

４施設計

4～6月期

7～9月期 4～6月期

1～3月期

10～12月期

7～9月期

10～12月期

1～3月期


住宅投資

○　大阪府の住宅建設は２か月連続で減少
  ６月の大阪府の新設住宅着工戸数は、前年同月比34.8％減となり、２か月連続で減少となった。

利用関係別では、持家が2.2％増、貸家が35.9％減、分譲が41.1％減となった。

  また、６月の府内の着工床面積は、前年同月比29.3％減となった。

○　全国の住宅建設は12か月連続で減少
６月の全国の新設住宅着工戸数は、前年同月比16.7％減となった。
利用関係別では、持家が6.6％減、貸家が15.1％減、分譲が27.2％減となった。

  また、６月の全国の着工床面積は、前年同月比18.4％減となった。

[image: image7.emf]-15

-10

-5

0

5

10

15

6

18

7 8 9 10 11 12 1

19

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

20

2 3 4 5 6

新　車　販　売　台　数

（普通＋小型＋軽自動車、前年同月比）
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全 国

大阪府


設備投資

○　全国の機械受注は２か月連続で増加
５月の全国の機械受注額（船舶・電力を除く民需）の前年同月比をみると、5.1％増となった。　

需要者別にみると、製造業1.0％減、非製造業10.5％増となった。
○　大阪府の公共工事は増加
６月の大阪府の公共工事請負金額（公共工事前払保証統計）は、前年同月比21.9％増で、２か月ぶりに増加した。

[image: image8.emf]
＜参考＞
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［生産面の情勢］

○　大阪府の生産指数は前月比上昇、前年同月比低下
  ５月の大阪府の製造工業生産指数（速報、季節調整済、平成12年=100）は85.9で、前月比は0.2％上昇、前年同月比（原指数）は2.1％低下した。

  出荷指数は89.5で、前月比は0.6％、前年同月比は3.6％、それぞれ低下した。

  在庫指数は74.3で、前月比は0.7％、前年同月比は0.1％、それぞれ低下した。
○　近畿の生産指数は前月比上昇、前年同月比低下
５月の近畿地区の鉱工業生産指数（確報、季節調整済、平成17年=100）は106.1で、前月比は3.5％上昇、前年同月比（原指数）は1.2％低下した。

出荷指数は106.9で、前月比は2.4％上昇、前年同月比は1.4％低下した。
在庫指数は98.4で、前月比0.2％、前年同月比2.4％、それぞれ低下した。

○　全国の生産指数は前月比低下、前年同月比上昇
  ６月の全国の鉱工業生産指数（速報、季節調整済、平成17年=100）は107.1で、前月比は2.0％低下、前年同月比（原指数）は0.2％上昇した。

  出荷指数は106.9で、前月比は3.0％、前年同月比は0.6％、それぞれ低下した。
  在庫指数は106.0で、前月比は1.2％、前年同月比は2.8％、それぞれ上昇した。
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［雇用面の情勢］

○　大阪府の求人倍率は前月より低下
  ６月の大阪府の有効求人倍率（季節調整値）は0.94倍、新規求人倍率（同）は1.26倍で、前月に比べて有効は0.04ポイント、新規は0.19ポイント、それぞれ低下した。なお、６月の若年者の有効求人倍率（就職機会積み上げ方式）は、24歳以下が0.90倍、25～34歳が0.89倍となった。
６月の近畿の完全失業率（原数値）は4.5％で、前年同月から0.2ポイントの上昇となった。なお、４～６月期の近畿の若年者の完全失業率は、15～19歳が4.8％、20～24歳が7.1％、25～29歳が6.7％、30～34歳が5.1％となった。
○　全国の求人倍率は前月より低下
  ６月の全国の有効求人倍率（季節調整値）は0.91倍、新規求人倍率（同）は1.26倍で、有効は前月より0.01ポイント、新規は0.09ポイント、それぞれ低下した。

６月の完全失業率（同）は4.1％で、前月より0.1ポイント上昇した（前年同月とは0.3ポイントの上昇－原数値による）。

○　大阪府の所定外労働時間は23か月連続で増加
  ５月の大阪府の常用雇用労働者総実労働時間（事業所規模５人以上）は144.4時間で、前年同月比0.6％減、所定外労働時間は10.2時間で、同2.0％増加した。産業別の所定外労働時間は、複合サービス事業（32.6％減）、飲食店，宿泊業（30.2 ％減）等が減少したものの、教育，学習支援業（62.2％増）、不動産業（23.6％増）、金融・保険業(15.4％増)等が増加した。
○　全国の所定外労働時間は３か月連続で減少
 ６月の全国の総実労働時間（事業所規模５人以上、速報）は154.1時間で、前年同月比1.4％減となった。所定外労働時間は10.5時間で、前年同月比1.8％減となった。製造業の所定外労働時間は15.7時間で、同3.7％減となった。
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［貿易動向］

· 近畿圏の輸出は75か月連続で増加

  ６月の近畿圏の輸出通関額（速報）は、前年同月比1.9％増で75か月連続の増加となった。
品目別では、半導体等製造装置、織物用糸・繊維製品等が減少したものの、鉱物性燃料、音響・映像機器部分品等が増加した。
地域別では、アメリカ、ＥＵ向けは減少したものの、中国、アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮ向けはいずれも増加した。なお、中国向けは鉱物性燃料、音響・映像機器部分品等が増加した。

  ６月の近畿圏の輸入通関額（速報）は、前年同月比14.0％増で９か月連続で増加した。
品目別では、がん具及び遊戯用具、衣類・同付属品等が減少したものの、原粗油、天然ガス・製造ガス等が増加した。
地域別では、中国は減少したものの、アメリカ、ＥＵ、アジアＮＩＥｓ、ＡＳＥＡＮは増加した。なお、中国からの減少は、食料品、がん具及び遊戯用具、衣類及び同付属品等の減少による。
○　全国の輸出は55か月ぶりに減少
  ６月の全国の輸出通関額（確報）は、前年同月比1.8％減で55か月ぶりに減少となった。
品目別では、鉱物性燃料、鉄鋼等が増加し、船舶、電算機類の部分品が減少した。

　アメリカ向けは10か月連続、ＥＵ向けは２ヶ月連続でそれぞれ減少したが、中国向けは引き続き増加した。
  ６月の全国の輸入通関額（速報）は、前年同月比16.4％増で９か月連続で増加した。
品目別では、原粗油、石炭、液化天然ガス等が増加した。
　ただし、アメリカ、ＥＵ、中国からの輸入はすべて増加した。
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［物価動向］
○　大阪市の消費者物価は前月比横ばい、前年同月比上昇
７月の大阪市消費者物価指数（速報、平成17年=100）は100.9で、前月比横ばい、前年同月比1.1％の上昇となった。前月に比べて、光熱・水道、交通・通信等が上昇した。前年同月比では、光熱・水道、交通・通信、食料等が上昇した。
○　全国の消費者物価は前月比、前年同月比とも上昇　　
  ６月の全国消費者物価指数（平成17年=100）は102.2で、前月比0.5％、前年同月比2.0％、それぞれ上昇した。前月に比べて交通・通信、食料、光熱・水道等が上昇した。前年同月比では食料、交通・通信、光熱・水道等が上昇した。
○　全国の企業物価指数は上昇

国内企業物価指数（平成17年=100）をみると、６月（速報）は109.7で、前月比は0.8％、前年同月比は5.6％、それぞれ上昇した。前月比では、石油・石炭製品（ガソリン等）、化学製品(ベンゼン等)、鉄鋼(小形棒鋼等)、スクラップ類(鉄くず等)等が上昇した。輸出物価（契約通貨ベース）の前年同月比は3.6％、輸入物価（同）は同30.3％、それぞれ上昇した。
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［倒産動向］
○　大阪府の倒産件数は３か月連続で減少
６月の大阪府の企業倒産（東京商工リサーチ調べ）は、179件で、前年同月比9.1％減、負債金額は683億円で同119.7％増となった。業種別では、建設業（43件）、飲食業（21件）、他に分類されないサービス業（15件）、不動産業（11件）等が多かった。

○　全国の倒産件数は２か月ぶりに増加
  ６月の全国の企業倒産は、1,324件で、前年同月比は11.7％増、負債金額は4,923億円で、同56.1％増となった。業種別では、建設業（389件）、他に分類されないサービス業（142件）、飲食業（80件）等が多かった。資本金別では、１千万円以上５千万円未満が614件で、全体の46.3％を占めた。
  なお、負債金額10億円以上の大型倒産は、前年同月比32.7％増の73件となった。
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［観光動向］
○　関西国際空港の外国人入国者概数は増加
20年３月の府内の主要集客施設（大阪城天守閣、海遊館、空中庭園展望台、通天閣）の入場者数は延50万5,668人で、前年同月比6.4％増と２か月ぶりの増加となった。ＵＳＪ（ユニバーサル・スタジオ・ジャパン）の19年１～３月期の入場者数は、前年同期比10.8％増の208万8,000人となった。

  なお、20年６月の関西国際空港の外国人入国者概数は、前年同月比3.9％増の126,740人となった。
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資料：大阪入国管理局関西空港支局。

（注）外国人出入国概数には、乗員上陸を除く特例上陸許可者が含まれている。
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（注）     ：景況が悪化したもの

    ：景況が改善したもの

■ 大阪の経済指標の変化方向


(注) 20年８月時点とは、８月初旬に公表されている最新データによるものである。

     変化方向は前年同月との比較。ただし、生産指数と有効求人倍率は前月との比較。
　　 完全失業率、倒産件数は、低下、減少が景況改善となる。
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